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1.計画の背景と目的
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地域公共交通に取り組む必要性と意義

公共交通を取り巻く状況は、少子高齢化社会の進展や近年の様々な社会経済情勢の変化に加え、高齢者の運転免許の返納の増加、運転手不足の
深刻化、公共交通を確保・維持するための行政負担の増加等大きく変化している。

さらに、沖縄を含めた国全体として、これまで続いてきた「民間の交通事業者が収益を確保できる形で公共交通を担う」という構造が難しく
なってきている中で、地方公共団体が中心となり、多様な関係者が連携することで、地域の暮らしと産業を支える移動手段を確保することがま
すます重要となっている。

路線バス４社の運転手数と平均年齢 路線バス運転手数と走行キロの見通し
（一定条件下での想定）

出典：沖縄県地域公共交通計画を基に作成

人口階層別推移（うるま市）

出典：第２次うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

※運転手実績値は運輸要覧、走行キロ実績値は輸送実績報告書で何れも本島バス４社

出典：沖縄県公共交通活性化推進協議会資料（第40 回協議会）
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運転手数（人） 走行キロ（千km／年）

※R4値は現時点で不存在
のためR3値で仮定

運転手数実績

走行キロ実績

走行キロ（想定）

約２割減

約17%減

※変動幅は、新規採用数と離職数（定年
以外）の差が-10人～＋10人/年の場合の
変動幅

※変動幅は運転手数の変動による

運転手数と改善基準告示による影響（１日休息時間下限約6％）を
想定した場合

運転手数（想定）

過去５年のトレンド推計
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地域公共交通に取り組む必要性と意義（続き）

地域における移動手段の維持・確保には、交通分野の課題解決にとどまらず、まちづくり、観光振興、更には健康、福祉、教育、環境等の様々
な分野で大きな役割がある。

地域公共交通を確保・維持することは、地域社会全体の価値を高めるため、地域の総合行政を担う地方公共団体が中心となって地域戦略の一環
として取り組んでいくことが重要である。

出典：沖縄県地域公共交通計画
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地域公共交通に関する法律等

国は地域公共交通の維持支援として、乗合バス運行費等を「地域公共交通確保維持事業」に基づき交通事業者へ補助している。

従来は地域公共交通計画の作成や補助系統の位置付けを要件としていなかったが、令和２年11月の法改正と合わせる形で、計画作成と補助系
統の位置付けを補助要件化され、以降は補助系統が関係する市町村や都道府県の計画に記載することが必要となっている。

出典：国土交通省資料出典：国土交通省資料



5

うるま市の計画上の位置づけ

うるま市交通基本計画
（平成３１年３月策定）

うるま市総合交通戦略
（令和２年３月策定）

・うるま市自転車活用推進計画（未策定）

・うるま市道路整備プログラム（令和４年６月改定）

・うるま市地域公共交通計画（令和９年３月策定予定）

うるま市の交通に関する最上位計画

計画期間：２０年

計画期間：１０年

施策の一部

具体化

うるま市交通基本計画及びうるま市総合交通戦略の記載事項

うるま市の交通に関する最上位計画は「うるま市交通基本計画」であり、内容の具体化したものが「うるま市総合交通戦略」である。

「うるま市総合交通戦略」の施策の一部として、「うるま市地域公共交通計画」が位置づけられている。

これらの上位計画の基本理念と将来目標を受けて「うるま市地域公共交通計画」を策定する必要がある。

うるま市の計画上の位置づけ



2.策定の流れ
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策定の流れ
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１．公共交通を取り巻く動向 ３．公共交通に関する実態２．本市の概況及び移動実態

地域公共交通計画の基本的な方針及び解決すべき課題
【現状の問題から見た課題整理の視点】
困っている人がどこにいて、どのような移動に困っているか
公共交通事業の持続可能性（運転手不足、経営状況等）

【将来のあるべき姿から見た課題整理の視点】
将来のまちづくりを支える公共交通ネットワークのあり方
地域経済の活力を高めるための公共交通サービスの提供

４．地域公共交通が目指す姿及び施策の提案
課題に対応する目指す姿及び施策を検討
緊急性・重要性を考慮して、各施策の優先度を提案

本市の概況（人口、地勢等）

地域公共交通計画の策定
（基本的な方針、計画の区域、計画の目標、事業・実施主体、達成状況の評価、計画期間）

市民の生活行動（PT調査）

公共交通網の状況
路線バス等の利用実態（バスOD調査）

国の公共交通を取り巻く動向

上位計画・関連計画の整理
市内在学学生移動実態（高校生アンケート）

市内観光周遊の実態（OCVBデータ）

路線バス乗込調査（伊計屋慶名線・名護東線）

想定した課題等の精査(関係者ヒアリング)

クロスセクター効果分析（伊計屋慶名線・石川読谷線）

沖縄県の公共交通に関する実態

道路交通の状況

本資料で説明

来年度



3.本市の概況、公共交通の課題

8



うるま市の位置・地勢

うるま市は総面積が87.02km2で沖縄本島中部の東海岸に位置し、県都那覇市から約28kmの距離にある。

伊計島・宮城島・平安座島・浜比嘉島・藪地島の５島は海中道路や架橋によって結ばれているが、津堅島は有人離島である。

うるま市の標高は、市の中央部や南部内陸部には50m以上の 高地（赤色〜濃赤色）が分布している。特に、宮城島中部や勝連半島中央部では
標高70mを超える地域も見られる。

9

 100mメッシュ標高（H23年）

　　0 ～ 10
  10 ～ 20
  20 ～ 30
  30 ～ 40
  40 ～ 50
　50 ～ 60
  60 ～ 70
  70 ～ 
 バス路線

標高

出典：国土数値情報を基に作成
下図：OpenStreetMap

出典：第2次うるま市総合計画

うるま市の位置



居住人口、従業者数

居住人口は、具志川周辺（市中心部）や 石川東部エリアに多い。

従業者数は、中城湾港、県道75号線沿い、石川東部に多い。

出典：国勢調査を基に作成
下図：OpenStreetMap 10
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500 ～
バス路線

人口メッシュ

250mメッシュ居住人口（夜間人口）（R2年）  500mメッシュ従業者数（R2年）

出典：経済センサスを基に作成
下図：OpenStreetMap
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公共交通ネットワークの全体像

平日運行本数

市内には具志川バスターミナルと屋慶名バスターミナルの2つのバスターミナルがあり、主に安慶名を通って那覇までを結んでいる、

施設間連絡バスを運行しており、平日のみの運行で本数は少ないものの、路線バスが走らない地域を経由している。

また屋慶名からは四島路線バスが、平敷屋港からは津堅島を結ぶ航路がある。

出典：沖縄バスマップ、各タクシー事業者HPを基に作成

公共交通ネットワーク
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沖縄北
IC
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川
２

津堅島航路

東山 浜比嘉島

具志川

高速バス
琉球バス交通
沖縄バス
東陽バス
公共施設間連絡バス
津堅島航路
四島路線バス（伊計屋慶名線）
バスターミナル
主なバス停
タクシー営業所

出典：沖縄バスマップ、各タクシー事業者HPを基に作成
下図：OpenStreetMap

平敷屋

前原 屋慶名

石川

安慶名

赤道

    1 - 10
  10 - 20
  20 - 40
  40 - 100
100 -

運行本数

タクシー営業所



本市の概況、公共交通の課題
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本市の公共交通に関する現状（問題点）と解決すべき課題は以下のとおりである。

現状（問題点） 解決すべき課題

1-1 公共交通空白地域に人口の３割が居住
1-2 将来の免許返納＆非保有者の増加
1-3 高齢者の交通事故割合が増加傾向
1-4 外国人住民の運転免許切り替えが難しい

1.公共交通空白地の解消

2-1 公共施設間連絡バスの利用者が年々増加し、乗りこぼしが発生
2-2 通勤の公共交通空白地域、不便地域が存在
2-3 通学の交通不便地域が存在

2.各種生活施設へのアクセス性向上

3-1 公共交通の乗り継ぎが一部考慮されていない 3.多様な交通モードの連携による円滑な乗り継ぎの実現

4-1 周辺町村から石川への移動ニーズの高い一方でバスのサービス水準が低い

4-2 系統分離に伴う利用控えの発生の可能性
4.周辺市町村と連携した広域公共交通ネットワークの確保

5-1 DID地区間の路線バスの本数が比較的少ない
5-2 都市骨格軸と都市軸に公共交通が通っていない場所がある

5.拠点間の公共交通ネットワークの強化

6-1 各整備箇所において路線バスが通っていない場所がある 6.各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

7-1 路線バスによる来訪者が他市町村と比較して少ない
7-2 来訪者が多い島しょ部を路線バスで訪れる観光客は少ない

7.観光客が利用しやすい移動手段の実現

8-1 前原交差点はR4から主要渋滞箇所に追加
8-2 県道75号線、具志川環状線は依然として渋滞が発生

8.交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネットワークの構築

9-1 環境負荷の低減が求められる中、自動車の分担率が高い 9.環境に配慮した公共交通の利用促進

10-1 公共交通の不便さと新たな取り組みの必要性
10-2 財政支出を行う必要性 10.将来にわたる公共交通の維持・確保 緊　急 重　要

重　要

重　要

重　要

重　要

重　要
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課題１．公共交通空白地の解消
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公共交通空白地域に人口の約３割にあたる約36,000人が居住している。

そのうち65～74歳は約4,000人、 75歳以上は約3,700人おり、将来的な移動の足が懸念される。

公共交通空白地域に人口の３割が居住問題点1-1

　　 1 ～  100
 100 ～  250
 250 ～  500 
 500 ～
バス路線
連絡バス路線
バス停より300m圏内
公共交通空白地域

人口メッシュ

兼箇段

大田

公共交通空白地域とそれ以外の人口構成公共交通空白地域

出典：国土数値情報を基に作成　下図：OpenStreetMap

津堅島

出典：R2国勢調査を基に作成

北部東地域

北部西地域

中部北地域

中部南地域

南部臨海地域
東部地域

島しょ地域

津堅島

公共交通空白地域の各地域の人口割合

※250ｍメッシュ人口で集計

赤道、新赤道、米原、西原、
兼箇段、赤野、大田

赤野

公共交通空白地域　＝
バス停より半径３００ｍ圏外

重　要



課題２．各種生活施設へのアクセス性向上
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市内の公立高校はすべて公共交通でアクセス可能であるものの、 52,61番線沿線はバス停まで300m以上歩かないと市内の高校にアクセスでき
ない居住地（不便度２）、48番線沿線は9時までバスで市内の高校に１つしかアクセスできない居住地（不便度１）となっている。

バスの行先（系統）が限られる高校では、進路先決定への通学手段の影響について「影響した」と答えた人の割合が他の高校よりも高い。

通学の不便地域が存在問題点2-3

石川高校　（48番線沿線）

出典：国土数値情報を基に作成　下図：OpenStreetMap

高校

学校

石川高校

具志川商業高校

前原高校

与勝高校

具志川高校

中部農林高校

　　 1 ～  50
  50 ～  100
 100 ～  150 
 150 ～

14歳以下
500mメッシュ

52.61番線沿線

48番線沿線

バス路線
連絡バス路線
不便度0

不便度１

不便度２

不便度 条件

0 9時までバスで対象学校に２つ以上アクセスできる
居住地

1 9時までバスで対象学校に１つしかアクセスできな
い居住地

2 バス停まで300m以上歩かないと対象学校にアクセ
スできない居住地

※１　安慶名のみ乗り換えを許容する

※２　対象高校は市内の公立高等学校

前原高校　（具志川バスターミナル隣接）

通学の不便地域

出典：令和３年度に実施した高校生アンケート

進学先への通学手段の影響

重　要



乗り継ぎ地点と路線の組み合わせ

課題３．円滑な乗り継ぎの実現

石川ICでは、高速バスと路線バスの乗り継ぎが距離、時間ともに考慮されていない。

安慶名バス停・JA与那城前バス停では、路線バス間の乗り継ぎで待ち時間が長い場合がある。

平敷屋港では、津堅島行き航路始発と平敷屋着最終は接続する公共施設間連絡バスがない。

公共交通の乗り継ぎが一部考慮されていない

乗り継ぎ地点の現状

★石川ＩＣ、石川電話局前
・高速バスと路線バスのバス
停が660m離れている
・ダイヤも乗り継ぎが考慮さ
れていない状況

★平敷屋港、
平敷屋港旅客待合所
・津堅島行始発と平敷屋着最
終は接続するバスがない

★JA与那城前、
JAおきなわ与那城支店前
・行先・経由地によっては長
時間の乗り継ぎ待ちが発生
・バス停に屋根がなくバス待
ち環境に課題あり

★安慶名
・栄野比、屋慶名方面への乗り継ぎは時
間帯によって待ち時間が長い場合あり
・行先によっては約150m歩く必要あり

問題点3-1
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石川ＩＣ（高速バス）
石川電話局前（路線バス）

平敷屋港（航路）
平敷屋港旅客待合所
（公共施設間連絡バス）

安慶名（路線バス）
うるみん(公共施設間連絡バス)

JA与那城前（路線バス）
JA与那城前（公共施設間連絡バス）
JAおきなわ与那城支店前（伊計屋慶名線）

  高速バス
  路線バス
  公共施設間連絡バス
  津堅島航路



課題４．周辺市町村と連携した広域公共交通ネットワークの確保

住民を対象とした調査結果から、恩納村からうるま市への来訪者は日平均6,639人で約25％を占め、金武町からうるま市への来訪者は日平均
5,675人で約32％ を占めている。また、恩納村アンケート調査結果より、ショッピングセンター等の買い物目的でうるま市石川方面に来訪す
る回答者が突出しており、うるま市（石川）が生活圏の一部になっていることが確認できる。

一方で、石川地区に行くことができる路線バスは名護、読谷、北谷から来ているバスに限られ、本数も10本以下と少ない。

周辺町村から石川への移動ニーズの高い一方でバスのサービス水準が低い問題点4-1

恩納村及び金武町からうるま市への一日平均来訪者数（県内居住者のみ）

市町村 来訪市町村 順位 来訪者数 来訪者総数 構成比

恩納村

うるま市 １ 6,639
26,240

　25.3％

名護市 ２ 4,434 16.9%
読谷村 ３ 3,657 13.9%

金武町

うるま市 １ 5,675
17,958

31.6％

名護市 ２ 2,561 14.3%
宜野座村 ３ 2,129 11.9%

（参考）
うるま市

沖縄市 １ 61,906
121,147

51.1％

恩納村 ２ 6,639 5.5％

那覇市 ３ 6,559 5.4％

出典：おきなわ観光地域カルテ（令和6年12月から令和7年11月）を基に作成

休日バス本数（石川地区を経由する路線のみ）

出典：沖縄バスマップを基に作成
下図：OpenStreetMap

48番線

片道7本

75番線

片道8本

77番線

片道10本

16出典：恩納村アンケート調査

77.5% 5.0%
7.8%
9.7%ショッピングモール

（N＝258）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

村内 石川方面 読谷方面 名護方面 その他

恩納村におけるうるま市石川方面への移動ニーズ



勝連

前原

与那城

石川

安慶名

赤道

課題５．拠点間の公共交通ネットワークの強化
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　　　　　　 都市骨格軸と都市軸に公共交通が通っていない場所がある

出典：沖縄バスマップ及びうるま市第2次
都市計画マスタープランを基に作成

石川地区から与那城・勝連地区間が都市軸となっているが、乗り継ぎなしで結ぶ路線バスの本数は13本と比較的低い水準となっている。

安慶名と前原、前原と上平良川を結ぶ都市骨格軸にバス路線がない状況となっている。

また、前原と与那城及び勝連地区を結ぶ都市軸にもバス路線がない状況となっている。

問題点5-2

　路線バス
　連絡間バス  
　都市骨格軸
　都市軸
中心拠点
副拠点
地域拠点
産業拠点
観光・交流・景観拠点

この軸は

13本のみ

路線バスなし
（安慶名～前原）

路線バスなし
（前原～与勝方面）

路線バスなし
（前原～上平良川）

重　要



課題６．各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

石川ゲートウェイ（石川ＩＣ周辺）、うるま市総合体育館、県道37号沿線は路線バスが通っていない。

産業基盤整備（仲嶺・上江洲地区） は路線バスが通っているが、州崎方面には行けない。

主要整備箇所で公共交通アクセスが未整備なため、移動手段の確保が必要である。

各整備箇所において路線バスが通っていない場所がある問題点6-1

18

石川ゲートウェイ拠点形成基本計画

旧与那城庁舎周辺及び
県道37号線沿道の
利活用推進計画

勝連城跡周辺文化観光拠
点整備基本計画

うるま市産業基盤整備計画
実施計画

（仮称）うるま市総合ア
リーナ整備基本計画

路線バス
主要な整備計画

県
道

37号
沿

線

石川IC周辺

重　要

うるま市勝連・与那城地
域まちづくり推進計画

下図：沖縄バスマップ及びOpenStreetMapより作成



65.6%

20.7%

8.0% 6.9%
2.3% 5.4%

82.7%

7.0% 5.7% 5.0% 3.3% 3.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

沖縄県R4 うるま市R4
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2

17

126

19
8

38

51

93

0

20

40

60

80

100
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140

今帰仁城跡

(今帰仁城跡)

座喜味城跡

(座喜味)

勝連城跡

(勝連城跡前)

斎場御嶽

(斎場御嶽入口)

識名園

(識名園前)

バス乗降客数（H27） 参考：バス運行頻度（R7）
※()内は集計バス停名

乗降客数：(人/日)

運行頻度：(本/日)
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課題７．観光客が利用しやすい移動手段の実現

観光客が利用する交通手段のうち、路線バスは沖縄県全体で約21％に留まっているが、うるま市ではさらに少ない7％となっている。

沖縄本島の主要観光地(世界遺産)の最寄りバス停の利用者数をみると、うるま市の勝連城跡は2人/日と非常に少ない状況にある。

路線バスによる来訪者が他市町村と比較して少ない問題点7-1

出典：路線バスOD調査（H27）

近隣市町村の主要観光地(世界遺産)の最寄りバス停利用者数

※沖縄県・うるま市で共通する利用手段のみを抜粋

出典：令和４年度観光統計実態調査（沖縄県文化観光スポーツ部）、第２次
うるま市観光振興ビジョン改訂版（うるま市）を基に作成

観光客の利用交通手段（令和４年）

重　要
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課題８．交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネットワークの構築

沖縄県では毎年主要渋滞箇所箇所を選定しており、前原交差点は令和４年度に新たに追加された。

前原交差点の南にある中城湾港新港地区の雇用者数は年々増加傾向にあり、加えてその9割以上の通勤手段が自家用車のため渋滞が発生するよ
うになった一因と考えられる。

前原交差点はR4から主要渋滞箇所に追加問題点8-1

中城湾港新港地区の雇用者総数

出典：令和６年度中城湾港新港地区雇用状況等調査レポート出典：令和7年度 第1回沖縄地方渋滞対策推進協議会

主要渋滞箇所（前原交差点周辺）主要渋滞箇所（中部地域）

出典：令和7年度 第1回沖縄地方渋滞対策推進協議会
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課題９．環境に配慮した公共交通の利用促進

市内のCO2排出量の部門別割合では、運輸部門が21.6％（R4）で、近年増加傾向にある。

うるま市自動車分担率は85.8％であり、中南部圏域で北中城村に次いで高く、バス分担率は1.3％であり、中南部圏域で糸満市に次いで低く
なっている。

環境負荷の低減が求められる中、自動車の分担率が高い問題点9-1

到着地別交通分担率

出典：沖縄中南部都市圏PT調査
出典：第2次うるま市環境基本計画

うるま市の部門別CO2排出割合の推移



便利だと思う

22%

どちらかといえ

ば便利だと思う

32%

どちらかといえ

ば不便だと思う

26%

不便だと思う

17%

無回答

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

N=460

課題１０．将来にわたる公共交通の維持・確保

市内の公共交通機関が「不便だと思う」「どちらかといえば不便だと思う」と回答した人の割合は43％となっており、その理由として、
「運行本数が少ない」「目的地まで時間がかかる」「時刻表通りにバスが来ない」「近くにバス停がない」の順に回答が多くなっている。

路線バスの廃止・減便が進む近年において、既存の公共交通の枠組みで不便だと思う理由を解消することは困難であると考えられる。

既存の公共交通に加えて、市民のニーズに応じた新たな交通システムの導入を検討することや、サスティナブルな社会づくりのために公共交通
機関を利用するという市民の行動変容に繋がる取り組みを検討する必要がある。

公共交通の不便さと新たな取り組みの必要性問題点10-1

路線バス運転手数と走行キロの見通し（一定条件下での想定）Q10　あなたは、日常生活の移動（通勤・通学・通院・買い物など）で利用する市内の公共交通
機関（路線バス・公共施設間連絡バス等）を便利だと思いますか。

Q11　【Q10で③または④と回答された方のみ】あなたが、市内の公共交通機関（路線バス・公
共施設間連絡バス等）を不便だと思う理由を教えてください。（複数回答可）

出典：R６年度うるま市市民アンケート

出典：R６年度うるま市市民アンケート
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緊　急重　要

1,065

896
861

901 896

833

693

30,291
29,528

28,312
27,471 27,450

21,960

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

コーホート概念で試算（新規採用数と離職数（定年以外）の差が0人/年の場合）

運転手数（人） 走行キロ（千km／年）

※R4値は現時点で不存在
のためR3値で仮定

運転手数実績

走行キロ実績

走行キロ（想定）

約２割減

約17%減

※変動幅は、新規採用数と離職数（定年
以外）の差が-10人～＋10人/年の場合の
変動幅

※変動幅は運転手数の変動による

運転手数と改善基準告示による影響（１日休息時間下限約6％）を
想定した場合

運転手数（想定）

過去５年のトレンド推計

出典：沖縄県公共交通活性化推進協議会資料（第40 回協議会）



重点課題の設定
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地域公共交通計画の「アップデートガイダンスVer1.0」を踏まえ、上位・関連計画における重点施策と強く連携する課題を「重要」、
問題が顕在化している課題を「緊急」と設定する。

課題の「重要」「緊急」を踏まえて施策の優先度を決めていく。

基本方針 課題

うるま市の上位計画

市の関連計画
重要度
の判断

緊急度
の判断

第２次
うるま市総合計画

後期基本計画

第２次
うるま市都市計画
マスタープラン

うるま市
交通基本計画

うるま市
総合交通戦略

快適な暮らしを
支える公共交通

公共交通空白地の解消 ○
主な課題

　 ○
現状の問題点

○
重点施策

津堅島総合振興計画の
重要施策 〇

各種生活施設へのアクセス性向上 　 　 ○
現状の問題点

○
重点施策

　 ○

多様な交通モードの連携による円滑な
乗り継ぎの実現

　 　 　 　

周辺市町村と連携した広域公共交通
ネットワークの確保

　 　 　 　 　 　

まちづくりを
支える公共交通

拠点間の公共交通ネットワークの強化 　
○

「将来像」の実現に
大きく影響

　
○

重点施策
※広域交通結節点整備

　 〇

各種まちづくり計画に対応した公共交
通ネットワークの構築

　 　 　
○

重点施策
※広域交通結節点整備

うるま市石川まちづく
り推進計画で「石川IC
周辺の交流拠点形成」
をリーディングプロ
ジェクトに位置付け

〇
市の重要プロジェ

クトとの連携

観光客が利用しやすい移動手段の実現 　 　 　 　

うるま市石川まちづく
り推進計画で「石川IC
周辺の交流拠点形成」
をリーディングプロ
ジェクトに位置付け

○
小禄道路完成時の
石川地域の優位性
を活かす必要性

交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネッ
トワークの構築

　 　 　 　  　

環境に配慮した公共交通の利用促進 　 　 　 　 　 　

持続可能な
公共交通

将来にわたる公共交通の維持・確保 　 　 　 ○
重点施策

　 〇
○

運転手不足に
よる減便・廃止

が既に発生



4.将来像、基本的な方針
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将来像、基本的な方針　（上位計画の将来像）

25

本市の上位計画における将来像と、公共交通に関する方針（施策）から、地域公共交通計画における「将来像」「基本的な方針」を設定する。

上位計画の将来像
（⇒は公共交通に関する方針（施策））

第２次うるま市都市計画
マスタープラン

• 人・自然・歴史文化が調和し、特色ある拠点
がネットワークで結ばれ都市の豊かさが次世
代へ受け継がれるまち

⇒公共交通の充実（公共交通ネットワークの
再編、新たな交通システム導入の検討、交
通結節点の整備）

第２次うるま市総合計画
後期基本計画

• 家庭や地域が絆で結ばれた心豊かなまち
• 自然を生かした美しいまち
• 人や自然にやさしい住みよいまち
• 教養を高め歴史・文化を生かした魅力あるまち
• 働く人々と産業に活気がある元気なまち

～　愛しています　住みよいまち　うるま　～

⇒公共交通の充実（既存の公共交通の利活用
を推進、公共交通不便地域の解消、新たな
地域公共交通システムを推進）

沖縄県地域公共交通計画
• マイカーに依存しなくても、安心・快適で
    活力ある沖縄を築く交通社会の実現

⇒都市活動を支え、都市構造を誘導する
　効率的な公共交通体系の構築
⇒県民全ての安全・安心で健康的な暮らしを
　支える交通環境の創出
⇒誰もが快適に沖縄観光を楽しめる交通体系の整備
⇒地域・事業者・行政等が一体で取り組む、
　持続可能な交通社会の実現

うるま市交通基本計画
総合交通戦略

• 美しい自然を活かし、安心して暮らせる地域
活力を創出する交通まちづくり

⇒利便性の高い公共交通サービス等の構築
（公共交通網の再編、公共交通の利用環境
の改善、公共交通の維持・確保、公共交通
の利用促進）



将来像、基本的な方針　（本計画の将来像と基本的な方針）
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前記の内容を踏まえて、将来像および基本的な方針を以下のように設定する。

将来像

基本的な方針

【支える】とは
軸となる移動手段や各種取組を公共交通で補完するイメージ

• 快適な暮らし：自家用車で移動できない人の暮らしを支える。
• まちづくり：各種計画に対応することで効果拡大に繋げる。

「快適な暮らし」と「まちづくり」を支える
持続可能な公共交通の実現

快適な暮らしを支える公共交通

まちづくりを支える公共交通

持続可能な公共交通

• 地域住民のニーズに応え、行政・民間・地域が協働して支
えることで、持続可能な交通サービスが確保される。

• 質の高い都市経営を目指し、拠点と拠点、拠点と生活圏を有機
的に結ぶ公共交通ネットワークが強化される。

• 各種まちづくり計画に対応し、計画に掲げる将来像の実現に繋
がる。

• 環境面に配慮することで持続可能な社会が実現される。

• 公共交通空白・不便地域が解消され、広域的な移動と各生
活施設へのアクセスが改善し、日常生活の利便性が高まる。



5.地域交通ネットワーク
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地域交通ネットワーク

28

これまで整理した課題を踏まえて、市が考える地域交通ネットワークを以下に示す。



6.実施すべき施策
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実施すべき施策

30

解決すべき課題に対応するように実施すべき施策を整理すると以下のようになる。

なお、実施すべき施策から考えられる具体的な取組を合わせて記載するが、今後の検討を踏まえて修正する場合がある。　

解決すべき課題

1.公共交通空白地の解消　

2.各種生活施設へのアクセス性向上

3.多様な交通モードの連携による円滑な乗り継ぎの実現

4.周辺市町村と連携した広域公共交通ネットワークの確保

5.拠点間の公共交通ネットワークの強化

6.各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

7.観光客が利用しやすい移動手段の実現

8.交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネットワークの構築

9.環境に配慮した公共交通の利用促進

10.将来にわたる公共交通の維持・確保

実施すべき施策 具体的な取組

1.新たな地域交通の導入
⇒G 公共交通の維持・確保

• 地域特性に応じた公共交通の導入
• 拠点間を結ぶ公共交通の導入
• 新技術による新たな公共交通の導入

2. 地域交通ネットワークの再編
⇒E 公共交通網の再編

• 既存交通のルート、ダイヤの変更
• バス停の新設・移設
• 需要に応じた路線の階層化

3. 利用環境の整備
⇒F 公共交通の利用環境の改善

• 交通結節点の整備
• 路線バス及び交通モード間の乗継改善
• 待合環境の改善

4.広域連携による広域交通ネットワー
クの強化

• 交通結節点の整備（再掲）
• 基幹バスシステムの延伸検討
• 隣接市町村と連携した地域交通の導入
• 空港アクセス性向上のための取組

5.観光と公共交通の連携強化
⇒I 観光の魅力を高める仕組みづくり

• 交通結節点の整備（再掲）
• 観光の魅力を高める公共交通の仕組みづくり
• 空港アクセス性向上のための取組（再掲）

6.環境に配慮した公共交通の取組み
• 低炭素車両の導入
• モビリティ・マネジメントの実施

7.公共交通の利用促進
⇒H 公共交通の利用促進

• モビリティ・マネジメントの実施（再掲）
• 分かりやすい公共交通案内の提供
• デジタル化の推進
• 優遇制度の導入検討

8.持続可能な公共交通の確保　
⇒G 公共交通の維持・確保

• 運転手確保に向けた支援
• 必要路線への継続補助
• 運行財源の確保

重　要

重　要

重　要

重　要

重　要

重　要 緊　急

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

重 点

⇒は対応する総合交通戦略の施策



施策１　新たな地域交通の導入
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【現状】

• うるま市では公共交通空白地域に約3万6千人が居住し、うち
高齢者が約7,700人を占めるなど、将来的な移動手段の確保が
懸念される。

• 各種都市政策、まちづくり計画が進められており、公共施設や
観光拠点、企業立地の状況に変化が見込まれることから、移動
需要に応じた公共交通ネットワークの再編、新たな公共交通の
導入が必要となっている。

【解決すべき課題】

• 公共交通空白地の解消

• 各種生活施設へのアクセス性向上

• 拠点間の公共交通ネットワークの強化

• 各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

• 観光客が利用しやすい移動手段の実現

• 交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネットワークの構築

• 将来にわたる公共交通の維持・確保

【施策の内容】

• 公共交通空白地域の解消や各種生活施設へのアクセス性向上を
はじめ、都市政策やまちづくり計画等による移動需要の変化に
対応するため、新たな地域交通の導入を目指す。

• 地域特性に応じた柔軟な移動サービスや拠点間を直接結ぶ交通
手段、新技術を活用した次世代型交通の導入により、市内の移
動利便性向上と自家用車依存からの転換を促進する。

【具体的な取組】

• 地域特性に応じた公共交通の導入

• 拠点間を結ぶ公共交通の導入

• 新技術による新たな公共交通の導入79%

(28,178)

77%

(69,182)

11%

(3,968)

12%

(10,824)

10%

(3,659)

11%

(9,492)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通空白地域

(35,805)

非公共交通空白地域

(89,498)

64歳以下 65～74歳 75歳以上

■公共交通空白地域とそれ以外の人口構成

※250ｍメッシュ人口で集計
■自動運転EVバス（豊見城市）

出典：南城市HP

■AIオンデマンド交通

出典：国土交通省HP

出典：豊見城市HP

■EVコミュニティバス（名護市）

■自動運転EVバス（南城市）

重 点

重 点



施策２　地域交通ネットワークの再編
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【現状】

• 系統48・52・61番沿線は高校へのアクセスが比較的不便であ
り、また、州崎地区には路線バスが通っておらず、通勤に不便
な地域となっている。

• 各種都市政策、まちづくり計画が進められており、公共施設や
観光拠点、企業立地の状況に変化が見込まれることから、移動
需要に応じた公共交通ネットワークの再編、新たな公共交通の
導入が必要となっている。

【解決すべき課題】

• 公共交通空白地の解消

• 各種生活施設へのアクセス性向上

• 各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

• 将来にわたる公共交通の維持・確保

【施策の内容】

• 公共交通空白地の解消と各種生活・就業施設へのアクセス性向
上、及び各種都市政策・まちづくり計画に対応するため、公共
交通ネットワークの再編を進める。

• 既存路線のルートやダイヤを見直すとともに、地域の移動需要
に応じて路線を階層化し、階層ごとに都市計画等と連動した公
共交通軸のサービス水準を確保することで、通勤・通学を含む
日常移動の利便性向上を図る。

【具体的な取組】

• 既存交通のルート、ダイヤの変更

• バス停の新設・移設

• 需要に応じた路線の階層化

不
便
度

条件

0 9時までバスで対象学校
に２つ以上アクセスでき
る居住地

1 9時までバスで対象学校
に１つしかアクセスでき
ない居住地

2 バス停まで300m以上歩か
ないと対象学校にアクセ
スできない居住地

※１　安慶名のみ乗り換えを許
容する

※２　対象高校は市内の公立高
等学校

■通学の不便地域

出典：国土数値情報を基に作成高校

学校

石川高校

具志川商業高校

前原高校

与勝高校

具志川高校

中部農林高校

1 ～ 50
50 ～ 100
100 ～ 150
150 ～

14歳以下
500mメッシュ

52.61番線沿線

48番線沿線

バス路線
連絡バス路線
不便度0

不便度１

不便度２

出典：地域公共交通計画等の作成と運用の手引き-実践編-(国交省)

■ルートの効率化による公共交通サービス向上のイメージ



施策３　利用環境の整備
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【現状】

• 石川ICをはじめ、安慶名、JA与那城前、平敷屋港など主要な結
節点において、交通モード間の乗り換えや路線バスの乗り継ぎ
が不便な場合があり、利便性の向上が必要である。

• JA与那城前をはじめ、利用者の多いバス停でもバス停上屋が
設置されていない箇所がある。

【解決すべき課題】

• 各種生活施設へのアクセス性向上

• 多様な交通モードの連携による円滑な乗り継ぎの実現

【施策の内容】

• 路線バスや高速バス、船舶など多様な交通モードを円滑につな
ぐため、利用者と運行事業者の視点を踏まえて利用環境の整備
を進める。

• 交通結節点における動線や待合環境の改善、路線間の接続調整
を行い、公共交通の使いやすさを高め、生活施設や目的地への
アクセス性向上を図る。

【具体的な取組】

• 交通結節点の整備

• 路線バス及び交通モード間の乗継改善

• 待合環境の改善

■乗り継ぎ地点の現状

出典：足立区HP

■待合環境の改善例（スマートバス停）

■乗継改善の取組例（MaaS）

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料

■待合環境の改善例（バス停上屋）

重 点

重 点



施策４　広域連携による広域交通ネットワークの強化

34

【現状】

• 石川地区は金武町や恩納村など周辺市町村からの来訪者が多い
一方、路線バスの休日本数は少なく、恩納村方面に行き来出来
る路線バスは通っていない。

• 77番線の経路変更により安慶名で乗り継ぎが発生し、約200人/
日に影響が及ぶほか、今後予定される本島中部地域でのバスター
ミナル整備や路線バス再編で、利用者への影響が懸念される。

【解決すべき課題】

• 周辺市町村と連携した広域公共交通ネットワークの確保

• 拠点間の公共交通ネットワークの強化

• 各種まちづくり計画に対応した公共交通ネットワークの構築

【施策の内容】

• 周辺市町村と連携し、路線再編や拠点整備を見据えた広域的な
公共交通ネットワークの再構築を検討する。

• 交通結節点の整備や基幹バス機能の強化により拠点間の接続性
を高めるとともに、隣接市町村と連携した地域交通の導入を検
討し、各種まちづくり計画と整合した持続的な公共交通ネット
ワークの形成を図る。

【具体的な取組】

• 交通結節点の整備

• 基幹バスシステムの延伸検討

• 隣接市町村と連携した地域交通の導入

• 空港アクセス性向上のための取組

■休日バス本数（石川地区を経由する路線のみ）

出典：沖縄バスマップを基に作成

名護BT

読谷BT

屋慶名BT
北谷町老人
福祉センター

至 本部町 (一部)
（オリオンホテルモトブリゾート&スパ）

至 那覇空港

48番線

片道7本

75番線

片道8本

77番線

片道10本

石川地区 ■石川ＩＣ周辺交流拠点イメージ

出典：第２次うるま市都市計画マスタープラン出典：石川ＩＣ周辺交流拠点形成基本計画

■安慶名地区交通拠点イメージ

重 点

重 点



【施策の内容】

• 観光客が公共交通を使える移動手段として認識し、安心して利
用できる環境を整備するため、観光と公共交通の連携を強化す
る。

• 交通結節点の整備や情報発信を充実させることで利用のしやす
さを向上させるとともに、観光地を結ぶ周遊ルートの構築や空
港からのアクセス改善を図り、観光客が快適に利用できる移動
手段の実現を目指す。

【具体的な取組】

• 交通結節点の整備

• 観光の魅力を高める公共交通の仕組み作り

• 空港アクセス性向上のための取組

【現状】

• 沖縄県全体で観光客の路線バス利用は約21％となっている中、
うるま市では７％と低い水準にある。

• 世界遺産である勝連城跡の最寄りバス停利用者は1日２人と少
なく、主要観光地である海中道路周辺においても、伊計屋慶名
線の観光利用は来訪者の約0.8％に留まっており、観光地と公
共交通が十分に結び付いていない。

【解決すべき課題】

• 観光客が利用しやすい移動手段の実現　

■観光客の利用交通手段（令和４年）

施策５　観光と公共交通の連携強化

65.6%

20.7%

8.0% 6.9%
2.3% 5.4%

82.7%

7.0% 5.7% 5.0% 3.3% 3.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

沖縄県R4 うるま市R4

※沖縄県・うるま市で共通する利用手段のみを抜粋

出典：令和４年度観光統計実態調査（沖縄県文化観光スポーツ部）、
第２次うるま市観光振興ビジョン改訂版（うるま市）を基に作成

■津堅島公共ライドシェア

■観光客の人流イメージ

出典：石川IC周辺交流拠点形成基本計画

出典：うるま市資料

■公共施設間連絡バスの新デザイン

出典：うるま市資料 35

重 点

重 点



施策６　環境に配慮した公共交通の取組み
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【現状】

• 交通政策基本法やSDGsの方針において環境への配慮が位置づ
けられている中で、うるま市の自動車分担率は85.8％と中南部
圏域でも高く、バス分担率は1.3％と低い状況にある。

• 市内のCO2排出量の部門別割合では、運輸部門が21.6％（令和
4年度）を占め、近年増加傾向にある。

【解決すべき課題】

• 環境に配慮した公共交通の利用促進

【施策の内容】

• 自家用車利用から公共交通への転換を促すため、環境負荷の低
い公共交通の導入と利用促進を進める。

• 低炭素車両の導入により車両の利用に伴う環境負荷の低減を図
るとともに、モビリティ・マネジメントを通じて通勤や通学、
送迎行動の見直しを促し、移動そのものにかかる環境負荷の低
減を図る。

【具体的な取組】

• 低炭素車両の導入

• モビリティ・マネジメントの実施

出典：第2次うるま市環境基本計画

■うるま市の部門別CO2排出割合の推移

■水素バス

出典：トヨタHP 出典：うるま市HP

■グリーンスローモビリティ

出典：うるま市広報誌2024年6月号

■モビリティマネジメント冊子

出典：うるま市HP

重 点



施策７　公共交通の利用促進
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【現状】

• 県内バス事業者の収支はマイナスの状況が続いており、その結
果、事業者の経営悪化、公共交通サービス水準の低下、利用者
減少といった負のスパイラルが加速するおそれがある。

• うるま市のバス分担率は1.3％となっており、中南部圏域では
２番目に低い数値となっている。

• また、市内各所が主要渋滞箇所に位置付けられており、自家用
車での移動が道路許容量を上回っていることがうかがえる。

【解決すべき課題】

• 交通渋滞の解消に繋がる公共交通ネットワークの構築

• 環境に配慮した公共交通の利用促進

• 将来にわたる公共交通の維持・確保

【施策の内容】

• 公共交通のサービス水準を維持し、持続的なものとするため、
公共交通の利用を促進する。

• モビリティ・マネジメントによる行動変容の促進に加え、分か
りやすい交通案内やデジタル化の推進により利便性を高めると
ともに、高齢者や通勤者等への優遇制度の導入を検討するなど、
自家用車から公共交通への転換を促す。

【具体的な取組】

• モビリティ・マネジメントの実施

• 分かりやすい公共交通案内の提供

• デジタル化の推進

• 優遇制度の導入検討

出典：うるま市モビリティマネジメント冊子

■優遇制度の取組

■バス乗り方教室

出典：OISTHP

■OISTの取組

出典：豊見城市HP

■沖縄県乗合バス事業の収支状況

出典：沖縄県地域公共交通計画
出典：沖縄中南部都市圏PT調査

■到着地別交通分担率

出典：浦添市HP

■モビリティ
マネジメント講座

重 点



施策８　持続可能な公共交通の確保
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【現状】

• 市内の公共交通について「不便」と感じている市民は43％に
となっており、運行本数の少なさや移動時間の長さ、定時性の
低さ、バス停までの距離などが主な要因となっている。

• 一方で、沖縄県本島バス4社は、R4年度からR15年度にかけて、
走行キロが2割減、路線バスの運転手数が17％減となることが
見込まれることから、既存の公共交通の枠組みだけではこれら
の不便を解消することは困難な状況にある。

【解決すべき課題】

• 将来にわたる公共交通の維持・確保

【施策の内容】

• 持続可能な公共交通を確保するため、既存公共交通の維持に優
先的に取り組む。また、市民の移動利便性を高めるための取組
（施策1～４）を併せて推進する。

• 運転手確保に向けた支援や必要な路線に対する継続的な補助を
行うとともに、安定した運行財源を確保することで、路線維持
とサービス水準の確保を図る。

【具体的な取組】
• 運転手確保に向けた支援

• 必要路線への継続補助

• 運行財源の確保

■運転手確保に向けた取組

出典：琉球バス交通HP 出典：沖縄バスHP

■運行事業者の支援イメージ

交通事業者

国 沖縄県 うるま市

支援
支援

支援

【市の支援例】
周知協力、イベント後援、
生活路線補助金の継続

連携 連携

重 点
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1,000

1,200

1,400

1,600

コーホート概念で試算（新規採用数と離職数（定年以外）の差が0人/年の場合）

運転手数（人） 走行キロ（千km／年）

※R4値は現時点で不存在
のためR3値で仮定

運転手数実績

走行キロ実績

走行キロ（想定）

約２割減

約17%減

※変動幅は、新規採用数と離職数（定年
以外）の差が-10人～＋10人/年の場合の
変動幅

※変動幅は運転手数の変動による

運転手数と改善基準告示による影響（１日休息時間下限約6％）を
想定した場合

運転手数（想定）

過去５年のトレンド推計

※運転手実績値は運輸要覧、走行キロ実績値は輸送実績報告書で何れも本島バス４社

■路線バス運転手数と走行キロの見通し（一定条件下での想定）

出典：沖縄県公共交通活性化推進協議会資料（第40 回協議会）


